
働き方改革の実現に向けた取組について 

 

 日本の長時間労働者の割合は欧米の約２倍となっており、人口

減少社会を迎える中で、仕事と子育てなどの家庭生活の両立を困

難にし、女性のキャリア形成、男性の家庭参画を阻む原因となっ

ている。そのような中、九都県市においては、各都県市の連携に

よる一斉定時退庁の実施など、ワーク・ライフ・バランスの推進

に取り組んできたが、さらなる取組が必要となっている。 
このような状況を踏まえ、より実効性の高い「働き方改革」を

推進するためには、自治体職員が自らの働き方をもう一度ゼロベ

ースで見直し、自治体として「働き方改革」に向けた課題提起を

行うこと、また、自治体業務へのＩＣＴの活用などによる「働く

環境の整備」の課題と方策をより現実的な視点で検討する必要が

あることから、平成２８年１０月に九都県市における「働き方改

革の実現に向けた検討会」を立ち上げ、これまで検討を行ってき

たところである。 
検討会においては、長時間勤務の是正に向けた効果的な方策、

多様で柔軟な働き方を実現できる環境等について、各都県市の取

組状況の調査、民間企業・他都市事例の調査、有識者からの意見

聴取を経て、協議を行い、民間企業等の先進的事例を参考に、一

層のＩＣＴの活用やより多様で柔軟な勤務制度の検討が必要で

あることなど、新たな課題認識を持ち、継続した取組を行うこと

について確認したところである。 

以上を踏まえ、自治体職員における働き方改革の実現に向けて、

次のとおり要望する。 



 自治体が主体的に働き方改革の取組を進めている状況を踏ま

え、政府が掲げる働き方改革の推進にあたっては、自治体の意見

を十分に考慮すること。 
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